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(報告要旨)

近年,財閥史研究が経済史 (両大戦間研究)･経営史,あるいは企業 (集団)諭など

の分野で盛んに行われるようになってきた｡本報告では具体的に住友財閥を対象としな

がら,特に ｢多角化｣に論点を絞って,①財閥論 ･財閥史研究の方法,および(多住友財

閥の形成過程について述べ,従来の研究についてもコメントするQ

庄)財閥研究の方法

｢財閥｣とは(1)同族による閉鎖的所有,(｡)多角的事業経営体,ということをその~大

特散とするが,まず何よりも,それを一つの ｢群造体｣ (財閥本社と傘下事業会社とか

ら底る)として捉える視角こそ必要であるO この視角は,財閥の ｢多角的事業経営体｣

という特徴に焦点をあてて見ていく場合に特に不可欠である｡すなわち,従来の財閥研

究における ｢多角化｣概念は,かかる当然の視角を欠いていたために, 1)財閥全体の

次元での多角化 (コンツェルン形成),と2)財閥構成諸企業の内部における多角化,と

の両者の区別を酸味なままに放置してきた｡換言すれば, これまで ｢財閥0)多角化｣と

はほとんどが前者の財閥全体の次元でのそれ剖 旨し,傘下諸企業内部の個/<の多角化は

等閑視されるか,あるいは財閥全休の次元における多角化の一部に解消されてきたので

あるo従来の財閥研究におけるかかる方法は,必然的に,持株会社を頂点とし各種の産

業を担う複数企業から構成されているという励閥の組織構造 (いわれるピラミッド型)

の印象を甚だしく薄める結果を椙かざるを得なかった (財閥の平板な把握)｡ その理由

紘,これまでの研究対象が財閥形成期を中心としていたことに引きずられた結果であっ
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て,すなわち ｢財閥の多角化｣を財閥形成期の｢家業｣ (あるいは ｢官業払下げ｣)を出

発点とする展開の単なる延長として捉えたからに他ならない｡

しかしまた他方では,逆に,財閥本社と傘下企業との間を機械的に峻別 ･固定化して,

単に数量的指標 (持株率 ･役員派遣率など)からのみ両者の支配統制を諭ずるといった

実証抜きの ｢予断｣をもった分析も横行しているO

以上の財閥研究における欠陥を是正するには,財閥形成 (多角化)過程を, これまで

のように ｢上から｣見るだけでなく, ｢下から｣すなわち個,kの稗成企業の側面からそ

の成立過程を具体的に見ることが 求められるo つまり, それら構成企業は如何に して

｢家業｣から展開 ･多角化しのちに株式会社として ｢分離 ･独立｣するに至ったのか,

を見ることである｡ こうして初めて,財閥 ｢構造体｣の中での両次元の多角化の相違 ･

関連性や,あるいは財閥本社による構成企業の ｢支配統制｣についてもより具体的に考

察する足場を築くことが出来ようO

@ 住友財閥の多角化

遠 く16世紀末に銅吹業から出発した住友家の事業は,周知のように,幕末 ･維新期の

激動によって,明治初年からは ｢一切の兼業禁止｣方針のもとに ｢財本 (別子銅山)｣に

事業経営の基本戦略を縮小して再出発せざるを得なかったO一般に住友財閥の確立期は,

総本店が合資会社に改組された大正10年蝦とされ,それとf]百後して, これまでo)住友家

の置'.BP事業所の ｢分離独立(株式会社)｣が行われたoそれら連系会社 (直系会社のこと)

の系譜を見ると ｢財本｣と ｢同ノ限連枝の有機的一体｣をなしていることがわかり,住友

財閥の形成過程とは別子銅1日を出発点とする ｢いもづる式｣多角的展開過程にはかなら

なかった｡すなわち,少なくとも財閥確立時における住友財閥は鋼業関連産業を中心と

しており(綜合性の欠如),いわゆる ｢コンツェルン｣たるよりも特足の産業の枠内にあ

る ｢産業コンツェルン｣そのものにすぎなかった｡

そこでむしろ問題となるのは,かかる ｢財本中心主義｣から出発した住友 ｢産業コソ

ッェルソ｣がいかにして綜合財閥へと転化していったか,であるO一般的にいえば,多

角化は ｢産業コソツェルソ｣を形成し, その構成分子がさらに独自的な ｢産業コ-/ツェ

ルン｣となることによって,全体として綜令財閥 (｢産業コソツェルソの集合体｣)が誕

生するo そして具体的に住友の場合,銅山を母胎として多角化した諸部門は2っに区分
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しうるC①銅山業そ0)もo)と直接関連を有する部門への多角化 (銅山収赦塾展開), ㊥

間接的関連しか有さなくなる部門-の多角化 (銅山拡散型展開)｡いうまでもなく, ｢産

業コンツェルン｣の綜合財閥-の転化は緩着の拡散型展開を中心としており,収赦型展

開が明治期に行われたのに対して拡散型展開は大正期以降に集中していたo肥料製造業

-の多角化は拡散型展閲の代表的なものであったn か くして住友財閥の多角化過程は収

欽型から拡散型へと推移していったのであり, また収赦型部門も銅山業の母斑を次第に

消滅して独自の一個の産業 (企業)として定着していったのである｡ (肥料製造所の具

体的形成過程- 略)｡最後に,住友家の事業所の ｢株式会社化｣によって形成された住

友財閥の場合,持株会社との関連において傘下株式会社の ｢独立｣の実態は如何なるち

のであったか｡①株式会社として ｢独立｣後ですら,個々の企業経営の最高方針たるべ

き人事 ･財務 ･起業計軌 ますべて合資会社の承認が必要であった,◎ ｢独立｣法人とし

て独立採算制をとったとはいえ,すべての連系会社の給与体系 ･ボ-ナス支給は,個々

の企業の営業成績に関わりなく一得であった,⑨連系会社社員の合資会社での一括採用o

以上の諸事実は傘下企業の ｢独立｣性がほとんど形式的であったことを物語るO すなわ

ち,各連系企業はいわば ｢住友会社｣の事業部 (たとえば住友肥料製造所は ｢住友の肥

料部｣) に相当していたのであり, かかる ｢事業一体感 lこそ ｢財本中心辛義｣ により

｢産業コンツェルン｣的発展をとげた住友財閥の形成過程を反映していたのである｡


